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中期計画の概要

地方独立行政法人の業務運営における目標や評価の仕組みにっいて・は、地方独立行政法

人法(以下「法」という。)により規定されている。

「(、1)中期目標」は、地方独立行政法人長崎市立病院機構(以下「法人」という。)の

設置者である市長が、法に基づき、法人に対して指示する「法人が達成すべき業務運営に

関する目標」である。

法人は、この中期目標の達成のため、「(2)中期計画」及ぴ「(3)年度計.画」を策定

し、これに基づき計画的に業務を行う。

①中期目標(法第25条)

市長は、法人が達成すべき業務運営に関する目標(中期目標)を定め、法人へ指示する。

なお、中期目標を定める際は、あらかじめ、評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決が必

要となる。

(2)中期計画(法第26条、第船条)

法人は、中期目標を達成するため中期計画を作成し、市長の認可を受けなけれぱならない。

なお、中期計画を認可する際は、あらかじめ議会の議決が必要となる。

匿璽^
ア住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため
とるべき措置

イ業務運営の改善及び効率化に関ずる目標を達成するためとるべき措置
ウ予算(人件費の見積りを含むD、収支計画及ぴ資金計画
工短期借入金の限度額

オ"出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある
場合には、当該財産の処分に関する計画

力上記オに規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供じようとするときは、
そ,の計画

キ剰余金の使途
ク料金(法第、83条第2項)

ケその他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

1
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!③年度計画(法第27条)

法人は、各事業年度の開始前に、中期計画に基づき、年度ごどに業務を計画的に遂行できるよ

う年度計画を作成し、市長に届け出なけれぱならない。

む 、

^
④業務の実績評価等(法第28条)

=

市長は、次のア~ウにより業務の実施状況等実績を評価し、必要に応じ業務運営の改善等に

'対し、指導、命令等を行うことができる。
1

ア年度評価(各年度終了時に実施)

イ中期目標期間の見込評価(中期目標期間の最終年度に実施)

ウ中期目標期間の実績評価(中期目標期間の終了後に実施)
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2 第3期中期目標策定にあたっで.の基本的な考え方

(1)第3期中期目標の期間

法第25条第'1項の規定によ叺 3年以上5年以下の期間で市長が定める。

令和2年4月'1日から令和6年3月3 1日まで(4年間)

(2)第3期中期目標策定時の検討事項

第2期中期目標は、「4つの使命」のもと、公的病院として、また、地域の中核的な

医療機関としての役割を担うために、'法人が今後も継続して取り組む必要がある項目

で成り立っているため、'各項目の大きな変更はせず、第2・期中期目標期間において未

達成事項である次の「ア」と「イ」について、明確な目標設定を行い、達成を特に強

く求める事項として策定を行った。

【参考】 4つの使命

1・救急医療を充実させ、日進月歩の高度医療に迅速に対応できる体制を構築するこ

と。

2 民間医療機関では対応が難しい不採算医療を実施するなど公的医療機関としての

役割を担う'とともに、地域の医療機関との連携を図ること.により地域ネットワーク

の中心的役割を担うこと。

3 職員育成という考えのもと、職員一人ひとりが働きがいと誇りを持って業務に精

励できる環境を整備・維持し、もって患者、家族及ぴその周囲の人々を癒す気持ち

を持ち続けること。

4 健全な経営の質を担保し、将来にわたって安定的かつ持続可能な経営基盤を確立

すること。

ア財務内容の改善に向けた取組み強化の必要性

令和元年度に行った第2期中期目標期間終了時の見込評価において、「第4 財務内

容の改善に関する事項」については、「複数の点で改善を要する」との評価であり、第

2期中期目標期間中の達成が見込まれない。

【参考】第4 財務内容の改善に関する事項 1 持続可能な経営基盤の確立

適正な病床稼働率を維持するとともに、給与費、材料費及ぴ経費の医業収益に

占める目標を設定し、その目標を達成すること。

また、第2期中期目標期間中における長崎市からの運営費負担金を含めた4年
/

間の経常収支を黒字とし、第1期中期目標期間中の累積欠損金についても解消に努

め、'将来にわたって安定的かつ持続可能な経営基盤を確立すること。
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【参考】第2期中期計画目標値に対する達成率

指

経常収支比率

標

給与費比率
仕段:退職費用含)

平成飴年度
目標値

材料費比率

100,3

経費比率

実績値

(達成率)

56.0

53.3

98.

四7.9)

平成29年度

24.0

目標値

59.

(94.' 0)

15.2

56

(93.刀

100.3

実績値

(達成率)

25.1

四5.6)
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56.0

イ救命救急センターの安定した運営

救命救急センターについては;令和2年2月に開設したが、今後は適正な人員体制に

よる安定した運営が課題となる。

13.5

a 柁.6)

102,

a02.の

53.3

弱

(101.1)

24.0

目標値

平成30年度

15.2

弱

四6.9)

101.8

25

(92.刀

実績値

(達成率)

ウその他の検討事項

医療機能の役割分担や連携など、地域医療構想へ向けた取組みが求められている。

また、医師の高齢化や診療科の専門化による医師不足や人口減少、少子高齢化、働き

方改革などの医療を取り巻く環境の変化に対応する必要がある。

53.2

】3

(1 16.9)

(注1)経常収支比率.(経常収益/経常費用)×100

(注2)給与費比率:(給与費/医業収益)×100

(注3)材料費比率;(材料費/医業収益)×100

(注4)経費比率:(経費/医業収益)×100

※(注2)~(注4)の医業収益には運営費負担金を含まない

50.フ

101

(99.6)

24.4

56

(94.の

平成31年度
目標値

15.3

騨

四2.3)
節

(94.刀
13

(1.13.1)

101,8

52.9

50.4

24.4

15.3
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3 第3期中期目標と第3期中期計画の比較

前文

地方独立行政・法人長崎市立病院機構(以下「病院機構止いう。)は、平成24年

4月1日に、市民に対し質の高い医療を安全かつ安定的に提供し、市民の生命及

び健康を守ることを目的として設立され、長崎市第四次総合計画に掲げる「安心で

きる医療環境の充実」に貢献するため、.地域の中核的な医療機関として次に掲げ

る4つの使命のもと取組みを進めてき.た。

ヨ叫.'

1 救急医療を充実させ、日進月歩の高度医療に迅速に対応できる体制を構築

すること。

2 民間医療機関では対応が難しい不採算医療を実施するなど公的医療機関と

しての役割を担うとともに、地域の医療機関との連携を図ることにより地域ネッ

トワークの中心的役割を担うこと。

3 職員育成という考えのもと、職員一人ひとりが働きがいと誇りを持って業務に

精励できる環境を整備・維持し、もって患者、'家族及ぴその周囲の人々を癒す

気持ちを持ち続けるごと。

4 健全な経営の質を担保L将来にわたって安定的かつ持続可能な経営基盤

を確立すること。

第3期地期貸穫 ι,1
1

病院機構においては、令和2年3月31日までの4年間における第2期中期目標

において、救命救急センタ{の早期整備には至らなかったものの、高度・急J生期医

療、小児・周産期医療をはじめとした民間医療機関での対応が難しい医療に取り

組み、公的医療機関としての役割を担ってきた。

一方で、経営状況をみると、平成29年度から単年度の経常収支は黒字に転じ

たが、累積欠損金は依然として高い水準にあり、.一層の経営努力が必要である。

第3期中期目標期間においても、地域の中核的な医療機関として長崎市の安心

できる医療環境の充実に資するため、救急医療、高度・急性期医療、小児・周産期

医療、感染症医療等の、公的医療機関が率先して推進すべき医療について、4つ

の使命のもと、これまでの業務の成果を活かし引き続き取り組むことを求める。

I il -
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f

地方独立行政法人長崎市立病院機構は、市長の指示である第3期中期目標に掲げられた4つ

の使命をはじめとする目標を達成し、効率的・効果的な病院経営を推進するため、次のとおり中

期計画を定めるものとする。

. 、

、

-5-

ー
、
『
』
●
▲

゛
.
」

.
、

画計期中.
+

」
J



卓

゛fⅡ二! 1↓1,゛

そのためには、事業の継続性や安定した経営基盤の確立は不可欠であり、長期

的視点を持った計画的な業務運営や人材育成を行いながら、不断の努力で経営

改善に取り組む必要があるため、地方独立行政法人の自主性・自律性を活かし、

自らが責任を持って効率的・効果的な病院経営を推進していくこと。

なお'人口減少や少子高齢化の中、団塊の世代が75歳以上となる2025年を

見据え、医療提供体制のあるべき姿を示した「長崎県地域医療構想」を踏まえ、

地域の医療機関との機能分化・連携等の検討を進め、地域の課題に的確に対応

しながら、将来にわたる安定した医療提供体制の構築に取り組むこと。

、く亡

トー、

、冒 1 气'コ

.yH、
、 IC、'入、、・..ゴ叉 第a期中期目標

第1 中期目標の期間

令和2年4月1日から令和6年3月31日まで

第2 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

、、、

、;fに第a期中期目標ご

1 診療機能

J

川目指す医療

t

ア.救急医療

救命救急センターにおいては、適正な人員体制のもと安定した運営を行い、

救急搬送応需率休曳急車受入れ要請のうち受入れを行った割合をいう。)を向上

させること。

また、長崎市全体の救急医療体制の充実を図るため、地域の医療機関と消

防局との連携及び役割分担を行うこと。

さらに、救急医療人材の育成に努めること。

!1,'
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i"1、ごi 11.コ1;玉'寸" 11ゞ'、.,1吋'1E"・'11ql、゛ξ.゛,亡,崇・諦L゛1冨1ξ31切、中,扣}il}i面イ^)永、,・"劃上、,1;.ν.,.、,.ゞ、、、i,暴宝'1・、1 寸;;汽、ー,,ヤ.{,・}'・、,抄L "郁1 加、1・N、、. Wト'】デ1

令和2年4月1日から令和6年3月31日まで

' i、'.X亡1、,1、,訣;・1゛,'、i;勺.,・,.・酬゛、,,{;,.';+'.・il,ゞ;{小'.;小 1,゛i・11・肩ヨ上谷真目1司i;1切茎十i画、、(^)1"ゞNゞ',・1、,"ト1C '}
1 診療機能

a)"目指す医療

ア.救急医療

救命救急センターを安定的に運営するため、救急医を継続的に配置するとともに、院内の連
携強化等により24時間365日の受入体制を堅持し、救急搬送応需率を向上させる。
また、長崎市の救急医療体制の充実に寄与するため、行政及ぴ地域の医療機関等と連携
し、救命救急センターとしての役割を構築する。

さらに、研修医や救急救命士等への教育を実施する場として、救急医療に携わる人材の育成
を行う。

【目標値】

【参考値】

18.5%

救急搬送応需率

綜生・緊急、レベル患者の受入件数

指標

救急救命士研修受入件数

救急車搬送のうち当院へ搬送された患者の割合
(長崎医療圏内)

指標

平成30年度実績

88.8%

令和5年度目標

前年度より向上

平成30年度実績

ーフー

1,831 件

13 件
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イ高度,急性期医療

3大疾病(がん・心疾患・脳血管疾患)等をはじめとした高度・急性期医療の提

供においては、地域の医療機関との連携及び役割分担を継続して行うこと。

また、地域がん診療連携拠点病院、地域脳卒中センターとして、地域の中核

的役割を果たすこと。
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イ高度・急性期医療

3大疾病(がん・心疾患,脳血管疾患)等をはじめとした高度・烏j生期医療にっいては、日進月
歩で発展している医療技術に対応し、より身体的負担の少ない処置や検査を充実させ、高水
準かつ専門的な医療の提供を行う。

また、関係機関との連携及び役割分担を.行いながら、高度・急性期医療における地域の中
核的役割を担う。

0 がん

がん治療については、各種診療ガイドラインに則った高水準な診療を引き続き提供する。
また、地域がん診療連携拠点病院として、外科療法、放射線治療、'薬物療法等の様々な
治療法を組み合わせて行う集学的治療を提供するとともに、地域の関係機関と連携しなが
ら、がんに関する相談、情報の提供等を行う。

0 心疾患

心疾患については、引き続き24時間366日の受入体制を維持し、各種診療ガイドラインに
則った高水準な診療を提供する。

また、栄養指導やりハビリテーション等の多職種が連携し、再発予防や社会復帰を目指し
た支援を行う。

0 脳血管疾患

脳血管疾患については、長崎医療圏の地域脳卒中センターとして、脳卒中を発症した患者
に対し、24時間365日の受入体制を維持する。

また、後遺症を軽減するため、早期にりハビリテーションを開始し、地域の関係機関と連携
して社会復帰を支援する。

【参考値】

,.1 '

_.゛じ""コ

19 件
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項目

全体

胸腔t腹腔鏡下手術件数

がん

け也域がん診療

連携拠点病院

の指定要件)

全身麻酔件数

CT撮影件数

MR1撮影件数

悪性腫癌の手術件数

指'標

主

放射線治療延べ患者数

ID疾患

脳血管疾患

がんに係る薬物療法延べ患者数

緩和ケアチームの新規介入患者数

(注1)がんの指標は、平成30年(暦年)の実績

緊急カテーテル治療・検査件数

血栓溶解療法(t-PA)件数

平成30年度実績

早期りハビリテーション実施患者数

経皮的脳血栓回収術件數

702 件

1,釘1 件

17,702 件

フ,014 件

715 件

(400件以上)

358 人

(200 人以上)

1,012 人

(1,000 人以上)
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249 人

(50 人以上)

161 件

34件

491 人
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ウ小児,周産期医療

地域周産期母子医療センターとして、地域の医療機関との連携及び役割分担

を行い、小児・周産期医療におけるハイリスク出産や早産児等の受入れ体制を

持続させるとともに、小児・周産期医療を担うスタッフの育成を進め、住民が安心

できる医療提供体制を維持すること。

工政策医療

民間医療機関での対応が難しい結核及び感染症医療に引き続き取り組むと

ともに、新型インフルエンザ等の感染症発生時においては、行政や関係医療機

関と連携を図り、迅速かつ適切に対応できる体制の整備を行うこと。

また、災害発生時において、行政や地域の医療機関と連携し、災害拠点病院

として患者の受入れを行い、医療救護活動等を実施するとともに、他の自治体

において大規模災害が発生した場合は、医療救護活動の支援に努めること。

さらに、透析医療についても、引き続き実施すること。

②地域医療への貢献と医療連携の推進

地域医療に貢献するため、地域の医療機関と連携・協力体制をとり、診療情

幸&・資源の共有化を図りながら、地域医療支援病院としての役割を果たすこと。

また、地域包括ケアシステムの中で、地域において切れ目なく在宅医療や在

宅介護につなげるため、医療、介護における各関係機関と相互に情報共有し、

ノ
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(注2)血栓溶解療法(t-PA):血管に詰まった血栓を溶かヒ再ぴ血液が流れるようにする
薬を用いて治療する方法

6主 3)経皮的脳血栓回収術:脳血管内にカテーテルを用いて、特殊な器材を挿入し、詰
まっている血栓を取り除く手術

ウ小児・周産期医療

地域周産期母子医療センターとして、総合周産期母子医療センターや地域の医療機関との連
携及び役割分担を図り、ハイリスク出産や32週未満の新生児・低出生体重児への対応も行
つ。 ノ

また、小児・周産期医療を担う医療スタッフ及び地域の医療関係者に対し、技術指導や講演
会を実施する等の人材育成に取り組むことで、安心して子どもを産み育てられる医療提供体制
の充実に寄与する。

【参考値】

年1 回

1チーム

分娩件数

MCU新入院患者数

32週未満新生児数

工政策医療

結核及び感染症医療にっいては、第二種感染症指定医療機関としての役割を引き続き維持
し、感染症発生時においては、速やかな患者受入れや感染拡大防止に努める。

災害発生時には、災害拠点病院として行政や関係医療機関との連携を図り、・医療救護活動を
実施するとともに、平常時においてもマニュアルの整備や訓練等に積極的に取り組む。
また、他の自治体等において犬規模災害が発生した場合は、長崎DMAT(災害派遣医療
チーム)を被災地に派遣する等、医療救護活動を実施する。
さらに、透析医療についても引き続き実施する6

【参考値】

母体搬送受入数

極低出生体重児数a,500宮未満)

' 1 1.":r;、ν.";'」、、:、'、,トL!';'.1・
セ史;.1.1r'J{C E.、タ、.11'1Υ"π11.,1,,・,.,',=、.

指標

二類感染症入院患者数(結核除く。)

結核延べ入院患者数

透析延べ入院患者数

平成30年度実績

ノ

②地域医療への貢献と医療連携の推進

透析延べ外来患者数

災害訓練の実施回数

地域の医療機関と連携強化を行うため、地域医療連携ネットワークシステムの活用を充実させ
る等、患者情頼の共有を図る。

また、医療機器の共同利用や研修会の実施等を積極的に行い、地域医療支援病院としての役
割を果たす。

地域包括ケアシステムの中で、在宅医療や在宅介護につなげるため、関係機関とのケアプラン

長崎DMATチーム数

317 件

指標

175 人

9人

120 人

7人

ノ

平成30年度実績

0人

938 人

1,フ74 人

9β75 人
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連携を強化すること。

さらに、地域医療構想を踏まえ、地域の医療機関との役割分担、機能分化や

連携について積極的に検討を進めること。

③安全安心で信頼できる医療の提供体制

ア多職種連携によるチーム医療の推進

専門性を活かした医療を提供するため、医師をはじめとした医療スタッフが、

診療科や職種を超えた多職種連携によるチーム医療を推進すること。

イ医療安全対策の徹底

医療安全に関する情報の収集・分析を行い、医療安全対策の徹底を図るこ

と。

また、全職員が医療安全に対する意識の向上に努め、適切に行動できる体制

づくりに引き続き取り組むこと。
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の作成及ぴ見直しにおける情報交換や看護指導を行う等、連携を強化する。

さらに、地域医療構想を踏まえ、地域の関係機関と協議を行い、医療需要に即した地域の医療
機関との役割分担、機能分化や連携に向け、診療体制の見直しや必要な病床数の検討等を積極
的に進める。

【目標値】

、1
.t'.',;,"
J .'甲1、 L ,

.,

.'/1'1,ξにじ1、第3期中期計画t案Xi

紹介率

(地域医療支援病院)

(注1)紹介率:(紹介患者数/初診患者数)×100

(注2)逆紹介.率:(逆紹介患者数/初診患者数)×100

【参考値】

逆紹介率

(地域医療支援病院)

指標

,.、、

、'、 ^、
"J -'.1 1イ

「1

地域医療講演会開催回数

{.
、.゛^.J

J 昆
'

③安全安心で信頼できる医療の提供体制

地域医療講演会参加人数

247 人

375 人

"
告イ^.

医療福祉相談件数

平成30年度実績

ア多職種連携によるチーム医療の推進

多角的な視点を持って患者の治療方針の検討や患者が抱える多様な問題の解決、'施設環
境の整備を行うため、多職種によるチームの編成やカンファレンス、院内ラウンドチェック等の
チームでの活動を充実し、専門性を活かした質の高い医療を提供する。

【参考値】

75.8%

指標

131.8%

-13-

令和5年度目標

前年度を維持

(65%以上)

栄養サポ「トチーム(NST)介入患者数

感染対策チーム(1CT)回診回數

前年度を維持

(40%以上)

樗瘻対策チーム介入患者数

緩和ケアチーム介入患者数

イ医療安全対策の徹底

医療安全管理に関する委員会及び各所属のりスクマネジャフを中心として、ヒャリハット事例
の報告体制を強化するとともに、事例の分析や対策を進めることで安全対策の徹底を図る。
また、全職員の医療安全研修会受講等、職員の医療安全に対する意識向上に努める。
り・スクマネジャーを通じた情報提供や定期的な院内ラウンドチェック及び複数の医療機関との
医療安全対策に関する相互評価を行う。

医薬品については、在庫管理の徹底及び医療機器の安全管理のチェック体制の強化や安全
器材の導入、研修会等を行う。

認知症ケアチーム介入患者数

平成30年度実績

指標

23 回

589 人

4,193 件

平成30年度実績

254人

週1 回

135 人

ヴ
;
"

一

」
'



ウ院内感染防止対策の実施

院内感染防止に関する教育、訓練及び啓発を徹底するとともに、問題点の把

握や見直しを継続して行い、院内感染防止対策を確実に実施すること。

2 患者・住民の視点に立った医療サ」ビスの提供

(1)患者中心の医療の提供

患者・家族の視点に立ち、インフォームド・コンセント(患者・家族が症状や治
療について十分な説明を受け理解した上で、.治療法の選択に合意をするプロセ
スをいう。)を徹底し、患者中心の医療の提供を行うこと。

②患者の満足度向上

.

外来・入院患者の二ーズや接遇について、定期的な把握及ぴ客観的な分析を
行い、迅速及び継続的な改善策を講じることで、患者満足度の向上を図ること。

また、患者,家族視点でのサービス向上に努めるため、ボランティアとの連携
を推進すること。
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【目標値】

医療安全研修会受講率

ウ院内感染防止対策の徹底

感染制御センター、院内感染に関する対策委員会及び院内感染防止対策チームを中心とし
た活動を行うとともに、全職員の院内感染対策研修会受講等、感染制御に対する職員の意識
向上に努める。

引き続き定期的な院内ラウンドチェックを実施し、また、複数の医療機関との感染防止対策に
関する相互評価を行う等、院内感染の未然防止に努める。

【目標値】

リスクマネジャー会議開催回数

指標

2 患者・住民の視点に立った医療サービスの提供

1,・..,_
1,:1「1゛」」:、

平成30年度実績

院内感染防止対策研修会受講率

(り患者中心の医療の提供

1.゛ι1

,1

患者・家族に寄り添い、様々な不安や二ーズ、家庭・生活環境を考慮したインフォームド・コン
セントの徹底を図るため、アドバンス・ケア・プランニングも含めた意思決定に関する研修会等を
実施する。

また、医療を自由に選択する患者の権利を守るため、セカンドオピニオンの要望にも適切に
対応するとともに、医療相談や就労支援等、患者中心の医療の提供を行う。

【参考値】

指標

1 11

97.フ%

12 回

令和5年度目標

Jq .

、ー:、1

1,,!
』 J ,

100.0%

平成30年度実績

12 回

インフォームド・コンセントやアドバンス・ケア・プランニング
の研修会開催回数

②患者の満足度向上

セカンドオピニオン対応患者数

(注)アドバンス・ケア・プランニング:将来の意思決定能力の低下に備えて、患者"家族と
具体的な治療・療養について話し合うこと

98.9%

患者の満足度を向上させるため、患者アンケートや意見箱等により患者二」ズを把握し、客
観的な分析及び必要な改善を行う。

あいさつの励行や接遇研修を充実させることにより接遇向上に努める。

また、ボランティアスタッフの多種多様な活動の場を設け、定期的に情報共有し、問題点等に
ついては関係委員会・部署と共有を図り改善することで患者サービスの向上を図る。

令和5年度目標

指標

100.0%

平成30年度実績

未実施

袷人
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(3)患者,住民への適切な情報発信

病院に対する理・解や医療・健康に対する関心を深めるため、診療情報、経

営状況、医療及ぴ健康に関する情報等について、パンフレット、ホームぺ」ジ

や健康講座等による情報提供を積極的に行うこと。

(4)外国人への医療の提供

国際観光都市として、長崎市を訪れる外国人観光客等が安心して医療を受

けられる体制を充実させるため、外国人患者の受入れ拠点としての体制を整
備すること。

3 法令・行動規範の遵守

医療法等の関係法令をはじめとした行動規範を遵守すること。

また、個人情報保護、特定個人情報保護及び情報公開に関しては、市の条例

等に基づき適切に対応すること。
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【参考値】

'゛'L,」:_゛.1d、゛

(3)患者・住民への適切な情報発信

退院患者の総合的満足度(アンケート調査による)

病院の役割や機能、経営状況、各疾患の治療内容、健康増進のための啓発等の住民・患者
に必要な情報を、,情報誌やホヤムページ、講座等を通じて効果的に発信する。

【参考値】

外来患者の総合的満足度(アンケ」卜調査による)

1ゞ'第a期中期"画て案り,武"'二1Υ"'"f,'"..,ニ、,.,・_.【f .';". 1゛iL_..、'.:む牲、.、"","゛"

指、標

④外国人への医療の提供

情報誌発行回数

住民向け講演会開催回数

訪日外国人や在留外国人が安心して医療を受けられるよう、通訳体制や案内表示、リーフ
レット等の翻訳の充実を図り、外国人患者の受入拠点としての体制を整備する。

【参考値】

チロ'標

. 1

-17ー

3 法令・行動規範の遵守

平成30年度実績

外国人患者数

医療法をはじめとする関係法令を遵守し、内部統制統括者及び内部統制部門を中心としたモ
ニタリング等を徹底することで、適正な業務運営を行う。

また、個人情報保護、特定個人情報保護及び情報公開に関しては、市の条例等に基づいた対
応に加え、厚生労働省が示している医療機関に対する各種ガイドライン等にも適切に対応する。

86.8%

未実施

延べ入院患者数0内実数

指標

延べ外来患者数0内実数

平成30年度実績

9回

28 回

平成30年度実績

140(13)人

144(112)人
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第3 業務運営の改善及ぴ効率化に関する事項

ノ

昆・・嬰'・,i、'Y ,,';,;、, Y,C、"、 1:,,-1.,;・'・,',1 、゛・,'1,:^1β征胡11中、 t11目'1キニξ゛'t也割11 諭冉ルン,.1'・ナ心、.",1゛'゛'t ミ1.11・'t.、.,・"'武 1,.,、、・...'11・・,,"d',「、は、.,、'.',,」",f '"..1、ι,ニ'・','1',1,.い
IPDCAサイクルの徹底による業務運営の改善

内部統制の運用を進め、PDCAサイクルを徹底した適切な進捗管理

を行い、経営環境を的確に見極めた効果的な戦略を持って業務運営を

推進すること

ノ

2 医療従事者の適正配置及び質の向上を目指した組織づくり

①適正配置と人材評価

ア・医療スタッフの適正配置

病院機構が目指す医療提供体制に必要な医師をはじめとした医

療スタッフの適正配置を行うこと。

イ適正な人材評価制度の活用

職員の意欲向上、専門性の向上及び組織の活性化を図るため、職

員の業績・能力を公正かつ適正に評価する人材評価制度の活用を図

ること。

ノ

-18-



IPDCAサイクルの徹底による業務運営の改善

ミフ! 1 」1

地域の医療環境や医療需要を分析し、医療機能や経営状況に応じた効果的な戦略を立案し、
その戦略に基づき各部門において目標を定める。

また、その進捗管理や効果の検証を行い、改善に向けた取り組みを行うことで、PDCAサイク
ルの徹底を図る。

さらに、各活動に対するPDCAサイクルによる管理の有効性について.、内部統制の運用により
モニタリングしていくことで効果的な業務運営を推進していく。

1
1、ξ, ,■、' 1,..・・・i"゛第す期゛期盲十画で案)1.1・'Υ,'、1,.'X'・f}"

2 医療従事者の適正配置及び質の向上を目指した組織づくり

①適正配置と人材評価

ア医療スタッフの適正配置

地域の中核的な病院として、救急医療、高度・急性期医療、小児・周産期医療にっいての

機能を果たすために、病院経営や労働環境を考慮した人員配置を計画的に行う。

【目.標値】

1、

重症患者への集中的管理体制充実
(特定集中治療管理料3)

1 '1';1"'゛

新生児への治療管理体制充実
(新生児特定集中治療管理料1)

指標

医師の負担軽減のための体制充実
(医師事務作業補助体制加算2)
(15対 1)

→1

【参考値】

_"〒

L ●"ー'→'

医師数

看護職員数

平成30年度実績

医療技術員数

(注)平成31年3月31日現在の休職者を含む在職者数(再任用短時間勤務職員、嘱
託員を含む。)

イ・適正な人材評価制度の活用

職員の業績・能力を公正かつ適正に評価するため、人事評価に係る研修の充実を図るとと

もに、人事評価と連動した人事制度、給与制度を整備し、職員の意欲や、専門性の向上を図
る。

指標

ノ

令和5年度目標

取得及ぴ維持

取得及ぴ維持

取得及び維持

風

平成30年度実績

100 人

540人

151 人

-19-
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ウ職員の満足度向上

職員のワークライフバランスの推進に努め、働きがいと誇りをもって

業務に精励できるよう働きやすい環境を整えること。

②計画的な人材育成

ア.医療スタッフの専門性向上

各疾患に対する研究や治験を実施するとともに、医療スタッフの専

門知識や技術の向上を図るため、体系的に部門別・テ・丁マ別研修を

行うなど、研修制度の充実を図ること。

また、臨床研修病院として、初期研修医及び専攻医を積極的に受け

入れるとともに、指導体制及び研修プログラム等を充実させること。

、ー.、、゛、
」

イ事務職員の専門性向上

経営管理部門において、専門性の高い職員の確保,育成に努める

とともに、体系的に部門呂小テーマ別研修を行うなど、研修制度の充実

を図ること。

また、経営改善に向けた意識改革のための環境を整備すること。

',」

ウ資格取得等に対する支援

職員の資格取得等に対する支援に当たっては、病院の理念の

もと機能充実を目指した人材育成計画を策定し、その成果が活

かされる仕組みを構築すること。

-20-
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ウ職員の満足度向上

タスクシフティングや業務の効率化、多様な働き方の検討等を行い、働き方改革関連法に

則った働き方改革及び職員のワークライフバランスを推進する。

また、産業保健スタッフによる健康相談の実施や休暇制度の利用促進等、職員の満足度
向上に努める。

【参考値】

N・、第谷期再期哉画ミ塁f縫

正規職員1人あたり平均有給休暇取得日数

②計画的な人材育成

6卦正規職員1人あたり平均有給休暇取得日数は、平成30年(暦年)の実績

職員の健康相談件数

ア医療スタッフの専門性向上

医療における研究や治験を引き続き実施するとともに、医療スタッフの専門性を向上させる

ため、職種に応じた体系的な院内研修を積極的に実施し、院外研修や学会発表にっいても
支援を行う。

また、臨床研修病院として、初期研修医に対して助言・指導を行うメンター制度の導入や専

攻医に対するプログラムを策定し、若手医師に対する教育を充実させる。

【参考値】

指標

し

治験実施件数

製造販売後調査件数

イ事務職員の専門性向上

医療制度や診療報酬にっ.いての知識を深め、経営改善を進めていくことの出来る職員の
確保や育成を行う。

また、職員の育成においては、学会・研修会の参加、他施設への研修派遣及び体系的な

部門別.・テーマ別研修の実施や幅広い知識と経験を培うための所属間の人事異動を行う。

【参考値】

59 件

臨床研究件数

学会・研修会参加件数

平成30年度実績

指標

9.23日

85 件

ウ資格取得等に対する支援

年々変化する医療情勢や診療報酬改定にいち早く対応し、また、診療機能の充実、医療の

質及び専門性の向上を図るため、人材育成計画を策定し、必要な資格取得に対して支援を
イ子う。

学会,研修会参加件数

平成30年度実績

指標

11 件

17 件

38 件

730 件

平成30年度実績
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、

第4 財務内容の改善に関する事項

甜■■lj擬尋;゛ハ゛,・抽紗、γ豊゛ず¥洲ξ・1●E',、'写¥、;^(3世■:「真1世■!目斗興i"ゞ",●');,!1ナ・Υ,;゛..、:1'1、i川t浦宗1"',、jy.寺1爽:{',冒,ι・,'1、11}!"イ、'、1'・,,・・ψ.弧゛i'ト・、,i,〒1、・,g.・、.;,'ンi1 ι'
1 持続可能な経営基盤の確立

(1)財務改善に向けた取組み

・将来にわたって安定的かつ持続可能な経営基盤の確立を目指した長期計
画を立て、業務運営を行うこと。

・経営状況の的確な分析を行い、改善や効率化に向けた取組みを随時行う

ととで、より一層の経営改善を図ること。
・累積欠損金につじ)て、計画的に縮減すること。
・毎年度の経常収支比率を100パーセント以上とすること。

・給与費、材料費及び経費の医業収益に占める目標値を設定し、その目標

を達成すること。,

辻X
」 11

(2)安定的な資金確保に向けた取組み

・資金計画を立て、業務運営に必要な資金を安定的に確保すること。

・医療制度改革や診療報酬制度の改定、医療需要の変化等に迅速かつ的
確に対応し、確実な収入確保に努めること

,個人未収金の発生抑制及び早期回収に確実に河匹孫且むこと。

-22-
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【参考値】

ゞ

資格取得支援数

!、、"ゞ1'ー』.,、'り¥L*Υ1、;'トN寧1111,'批笈◆゛1市:、ト於際・iゞ"耶 Bミ目,,印j.列11;+1画で,更1')、、1.心.t+;,A 武,'::゛'、、1"、づ'二四,]゛・、,、,.タ¥・1,".、"、.●野,喰蹄町:,{i、.'.1辿

奨学金貸与制度利用者数

1 持続可能な経営基盤の確立

①財務改善に向けた取組み

安定的かっ持続可能な経営基盤の確立を目指し、将来の医療需要や患者の受療行動等
の分析を行いながら、必要とされる投資・費用を見据え、中長期的な計画に沿った業務運営
を行う。

,また、随時経営状況の分析を行いながらPDCAサイクルを徹底し、常に目標達成に向け
た進捗状況を確認しながら一層の経営改善を図る。

さらに、病床稼働率の向上や新たな施設基準の取得により収入を増加させるととも1二人
員の適正配置や給与体系の見直しを含めた給与費比率の抑制に努め、材料費の価格交渉
や委託内容の見直しを行う等、費用縮減にも取り組みながら、毎年度の黒字化を達成し、累、
積欠損金の計画的縮減を行う。

【目標値】

指標 平成30年度実績

経常収支比率

給与費比率

材料費比率

3件

経費比率

指標

1人

累積欠損金

(注1)経常収支比率:(経常収益/経常費用)×100
6主2)給与費比率:(給与費/医業収益)×100
6主3)材料費比率.(材料費ノ医業収益)×100
6主4)経費比率:(経費/医業収益)×100

※6主2)~(注4)の医業収益には運営費負担金を含む

②安定的な資金確保に向げた取組み

毎年度の収支計画においては、病床稼働率の目標達成や新たな施設基準の取得等による
収入増を図り、資金の増加にっながる一定の黒字額を確保するとともに、'資金状況を常に把握
しながら適切な運用を行う。

また、医療制度改革や診療報酬制度の改定、医療需要の変化等に迅速かっ的確に対応す
るため、セミナー等の参加や受療行動の分析等を含め院内外の最新の情報収集を行い、収入
確保に努める。

個人未収金にっいては、発生防止を徹底するとともに、早期回収に向け確実に取嚇且む。

-23-

平成30年度実績

101.4%

543%

24.フ%

2,100 百万円

令和5年度目標

12.8%

103.2%

522%

24.フ%

1β74百万円

130%
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(3)、計画的な施設及び医療機器等の整備

施設及び医療機器の整備に係る投資については、費用対効果、地域の医療
の二ーズ等を総合的に判断し、計画的に実施す,ること。

また、実施後は、その効果を検証し、必要に応じで計画の見直し・課題の改
善を行うこと。

第5 その他業務運営に関する重要事項

IPF1事業者との連携による事業の円滑な推進

PF1事業者と連携を図り、施設の適正な維持・管理に努めるとともに、.長期的な
視点を持って事業の円滑な推進を図ること。

,.'t 11'゛
、,

-b' 1
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【目標値】

J 」'

③計画的な施設及ぴ医療機器等の整備

施設及び医療機器の整備にっいては、その費用対効果、地域の医療二ーズ、患者動向、地
域の医療機関の動向等の情報収集を行い、また、経営状況、医療機器に係る減価償却費や償
還額の推移等を総合的に鑑みた整備計画を立てる。

また、医療機器等の導入後は使用状況等の調査を行い、収益性や効果にっいて検証し、適
正な運用を図る。

さらに、地域の医療需要の変化や医療技術の進展等の環境の変化に対応しながら、必要に
応じて適宜計画の見直し・課題の改善を行う。

期末資金残高

(注)年度末未払金を差し引いた実質残高

指標

,

:,11

平成30年度実績

」

"'叫+ー+.耳.'[,島.、■」

主
、'.,.

!1

1,__'L町、1,

1

IPF1事業者との連携による事業の円滑な推進

1..

J t

658百万円

、

..・,1,、,.1 '.',?
Ⅱi{.1_;.

,.,、

PF1事業者と連携を図り、施設の適正な維持・管理に努めるとともに、長期的な視点を持って
事業の円滑な推進を図る。

令和5年度目標

1

1 '"
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第6 予算、収支計画及ぴ資金計画

予算

収入

営業収益

区 ノ＼

営業外収益

医業収益

運営費負担金収益

補助金等収益

資本収入

第3期中期計画期間

運営費負担金収益

その他営業外収益

支出

(単位:百万円、金額は税込)

その他の収入

運営費負担金

金

長期借入金

営業費用

60,826

額

その他資本収入

57,455

令和2年度(参考)

54β69

医業費用

2,406

180

15,014

営業外費用

718

給与費

資本支出

14,140

149

材料費

13,'490

569

2,653

経費

(注1)期間中の診療報酬改定、消費税率改定等の税制改正、給与制度改定及び物価変動

等の影響は考慮していない。
'

6主2)数値の単位未満については、原則として四捨五入をしているため、総数と内数が一致

しない場合がある。

1,447

建設改良費

その他

606

1,206

償還金

その他の支出

44

その他資本支出

178

0

59,578

36

0

54,569

142

.

54,569

696

30,520

317

15,646

379

0

8,088

14, 813

0

13,57フ

0

315

13,57フ

510

41'499

1,206

フ,615

a 221

3,880

2,004

72

78

0

126

1,1 1・0

379
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2 収支計画

収益の部

区

営業収益

ノ、

医業収益

運営費負担金収益

補助金等収益

営業外収益

資産見返負債戻入

第3期中期計画期間

費用の部

運営費負担金収益

臨時利益

その他営業外収益

営業費用

(単位:百万円、金額は税抜)

金

60,127

医業費用

額

59β68

54,761

令和2年度(参考)

2,406

給与費

材料費

180

2,021

営業外費用

経費

純利益

控除対象外消費税等

14,867

臨時損失

減価償却費

669

目的積立金取崩額

、 14,612

その他

149

総利益

6主1)期間中の診療報酬改定、消豊税率改定等の税制改正、給与制度改定及ぴ物価変動
等の影響は考慮していない。

(注2)数値の単位未満にっいては、原則として四捨玉入をしているため、総数と内数が一致

しない場合がある。

13,463

520

58β94

90

58,028 '

606

55904

45

30β05

498

14223

165

i

フ,326

35

130

3,757

14,674

90

14,462

293

2,124

13,935

818

フ,575

3,527

1,233

48

1,815

1233

0

946

72

527

200

12

193

0

193
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3 資金計画

資金収入

業務活動による収入

区 分

診療業務による収入

運営費負担金による収入

投資活動による収入

その他の営業活動による収入

運営費負担金による収入

財

その他の投資活動による収入

活動による収入

第3期中期計画期間

長期借入れによる収入

前期中期目標期間からの繰越金

(前年度からの繰越金)

その他の財務活動による収入

資金支出

(単位:百万円、金額は税込)

金

業務活動による支出

61,647

額

58,173

給与費支出

令和2年度(参考)

54,869

材料費支出

2,555

投資活動による支出

その他の業務活動による支出

749

1,447

15,835

有形固定資産の取得による支出

1,447

14,318

財務・活動による支出

その他の投資活動による支出

13,490

1,206

長期借入金の返済による支出

0

1,206

樹揃地方債償還債務の償週こよる支出

642

次期中期目標期間への繰越金

(翌年度への繰越金)

その他の財務活動による支出

186

6主)数値の単位未満については、原則として四捨五入をしているため、総数と内数が一致し

ない場合がある。

317

0

821

317

61,647

55ρ79

0

379

30,520

379

15,646

8,913

0

821

1206

15835

1,206

13,703

フ,615

3293

0

3,880

2,893

2,208

328

379

72

379

2ρ69

0

731

634

79

18

1,022
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第フ短期借入金の限度額

1 限度額

1ρ00百万円

2 想定される短期借入金の発生事由

①医療機器等の購入.に係る一時的な資金不足への対応

②業績手当(賞与)の支給等による一時的な資金不足への対応

③予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対応

第8 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

なし

第g 剰余金の使途

決算において剰余を生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入、教育・研修体制の
充実、組織運営の向上策等に充てる。

第10 料金に関する事項

1 料金

料金は、次のとおりとする。

a)健康保険法(大正 11年法律第70号)第76条第2項(同法第j49条において準用する

場合を含む。)及び高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)第71条
第1項の規定に基づく方法により算定した額

②健康保険法第85条第2項及び第舗条の2第2項にれらの規定を同法第149条にお

いて準用する場合を含む。)並びに高齢者の医療の確保に関する法律第74条第2 項及

び第75条第2項の規定に基づく基準により算定した額

③労働者災害補償保険法(昭和22年法律第50号)の規定による療養の給付に要する診
療費国が定める労災診療費算定基準により算定した額

④非紹介患者初診及び再診加算料健康保険法第63条第2項第5号及び高齢者の医

療の確保に関する法律第64条第、2項第5号の規定により厚生労働大臣が定める基準に
基づき理事長が定める額

⑤個室使用料(希望により使用する場合に限る。)別表に掲げる額

⑥健康診断料前記①を基準として理事長が定める額とし、国民健康保険組合その他の

団体等との問における診療契約に係る料金は、その契約の定めるところによる。

⑦分娩料別表に掲げる額
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⑧手数料別表に掲げる額

⑨(川から⑧に掲げる以外のもの理事長が別に定める額

2 消費税

消費税の課税の対象となる療養、医療等に係る料金は、前記,1において定める額に消費

税け也方消費税を含む。)を加えた額とする。

3 料金の減免

理事長は、特別の理由があると認めるときは、料金を減免することができる。

4 延滞金

理事長は、督促を受けたものが、料金を納付する場合においては、延滞金を徴収すること

ができる。

5 その他

第10料金に関する事項に定めるもののほ,か、必要な事項は理事長が別に定める。

別表

1 個室使用料

準個室(4床室)

区分

一般個室

特別個室

2.分娩料

単位

帝王切開の場合

1日

区分

1日

通常分娩の

場合

1日

2,000円を上限として理事長が

定める額

時間内

帝王切開及び

金額

1胎につき'18万円

時間外

1胎につき 25万円

深夜

休日

1胎につき 30万円

相台につき 30万円

時間内

8,000円

金額

朋台につき 30万円

24,000円

朋台につき 16万円

-30-

多胎の分娩をする

場合の2胎目以降

の分娩料は、1胎に

つき左欄の区分に

応じ定める金額に2

分の1を乗じて得た

額とする。

平
日

平
日



通常分娩以外

の場合

(注1)「通常分娩」とは、第10料金に関する事項10)の規定により算定される療養、医療等
を伴わない分娩をいう。

(注2)「時間内」とは、午前8時から午後6時までをいう。

(注3)「時間外」とは、(注2)及ぴ(注4)に掲げる時間帯以外の時間帯をいう。

G主4)「深夜」とは、午後10時から午前6時までをいうb

6主5)「休日」とは、次に定める日をいう。

a)日曜日及ぴ土曜日

②国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)1こ規定する休日

③ 12月29日から翌年の1月3日までの日(前号に掲げる日を除く。)

C主6)分娩料の場合の区分の決定は、出産時刻の属する時間帯による。

時間外

深夜

休日

1胎につき 19万2,000円

1胎につき 22万4,000円

1胎につき 22万4,000円

3 手数料

診断書料

区分

証明書料

督促料

第訓その他長崎市の規則で定める業務運営に関する事項

1 施設及び設備に関する計画(令和2年度から令和5年度まで)

1通につき

単位

1通につき

1通につき

施設及び設備の内容

病院施設、医療機器等整備

6主)各事業年度の施設及ぴ設備に関する計画の具体的な内容にっいてはイ各事業年度の予
算編成過程において決定される。

2 中期目標の期間を超える債務負担

ア移行前地方債償還債務

金額

3,000円以上7,000円以下

第3期中期計画期間

1,000円以上2,000円以下

移行前地方債償還債務

予定額

1,246

令和2年度

100円

中期目標期間

償還額

(単位:百万円)

394

財源

長期借入金他

328

次期以降償還額
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(単位:百万円)

総債務償還額

1,612



イ長期借入金償還債務

長期借入金償還債務

ウ新病院整備等事業

中期目標期間

償還額

新病院整備等

事業

(注)事業期間は、中期目標期間以後の分について記載している。

3 積立金の処分に関する計画

なし

2,893

事業期間

令和 2年度から

令手m2年度まで

次期以降償還額

中期目標期問

事業費

フ,755

(単位:百万円)

総債務償還額

1,496

次期以降

事業費

/

10,643

(単位:百万円)

2,738

総事業費

4,234
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匿麦査墨]]地方独立行政法人長崎市立病院機構の概要にっいて

1 名称

地方独立行政法人長崎市立病院機構

2 所在地

長崎市新地町6番39号

3 設立年月日

平成24年4月1日

4 設立目的

長崎市における医療の提供、医療に関する研究、技術者の研修等の業務を行うことにより、

市民の立場に立った質の高い医療を安全かつ安定的に提供し、もって市民の生命及ぴ健康を守
ることを目的とする。

5 役員の状況及ぴ組織図

役員 11名(理事長:兼松隆之、副理事長(2名)、理事(6名)、監事(2名))

、"ノ

組織図

127 名

573 名

203 名

長崎市立病院機構理事会

182 名

理事長

副理事長

1,0舗名

6 職員数

1,、 08・5 名(平成3 1年4月1日)

理事

[1堕ヨ

長崎みなとメディカルセンター

区分

医師

看護師等

医療技術職

事務等

計

正規職員

109 名

532 名

167 名

その他

51 名

859 名

袷名

41 名

36 名

升

131 名

-33-
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7 長崎みなとメディカルセンターの概要

所

"兀

在

許可病床'数

、地

一般病床

長崎市新地町6番39号'

結核病床

長

感染症病床

長崎みなとメディカルセンター

兼松隆之

513床

494床

1 3床

主な指定'等

6床

・,長崎医療圏病院群輪番制病院

・地域周産期母子医療センター

・地域医療支援病院

・地域がん診療連携拠点病院

・地域脳卒中センター

・災害拠点病院け也域災害医療センター)

・'臨床研修病院

・第二種感染症指定医療機関

・救命救急センター

(令和2年2月1日現在)

目指すべき医療

0救急医療

0高度・急、1生期医療(脳血管疾患医療、'心疾患医療、がん医療)

0小児・周産期医療

0.政策医療(災害医療、結核医療、感染症医療)

百ψ・・ 1^

36科目(令和2年2月1日現在)

科

内科、呼吸器内科、心臓血管内科、消化器内科、腎臓内科、糖尿病・

内分泌内科、脳神経内科、'血液内科、心療内科、精神科、緩和ケア外

科、産科・婦人科、新生児内科、新生児小児科、小児科、小児外科、

外科、・消化器外科、心臓血管外科、呼吸器外科、乳腺・内分泌外科、

紅門外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、麻酔科、放射線科、皮

膚科、泌尿器科、'眼ネ*耳鼻咽喉科、りハビリテーション科、臨床腫

癌科、病理診断科、救急科、歯科

目

敷 地 面

建

積

物

1 1,017.72m2

1期棟鉄筋コンクリート造(免震構造)地上8階地下2階

Ⅱ期棟鉄筋コンクリート造(免震構造)地上4階地下 1階

マニホールド棟

駐車場棟(335台)鉄骨造地上5階
規 模

総建築面積

総延床面積

8,215

48,720

71 m

釘 nf
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8 病院の沿革

昭和?3年12月1日

昭和 32年7月1日

平成8年12月20日

長崎市立市民病院として開設

(内科'外科及び耳鼻咽喉科の3科。病床数96床)

平成 14年12月9日

平成巧年1、0月30日

総合病院の承認を受ける

平成 17年10月1日

災害拠点病院の指定を受ける

平成 20年4月1日

地域がん診療連携拠点病院の指定を受ける

平成24年4月1日

新医師臨床研修制度における臨床研修病院の指定を受ける

平成26年,2月24日

地域医療支援病院の名称承認を受ける

平成28年3月1日

地域周産期母子医療センターの指定を受ける

平成28年3月27日

長崎市から吐也方独立行政法人長崎市立病院機構」へ運営形態を移行

長崎みなとメディカルセンター

新病院 1期棟開院

平成28年7月1日

平成29年1月28日

新病院"期棟開院

長崎みなとメディカルセンター成人病センター閉院

長崎みなとメディカルセンター市民病院と統合

平成29年4月,1日

平成30年4月1日

新病院全面開院(513床)

令和 2年2月.1日

新病院グランドオープン駐車場棟供用開始

市民病院と名称変更

長崎みなとメディカルセンターと名称変更

地域脳卒中センターの指定を受ける

救命救急センターの開設
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参考資料 2

第2 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1診療機能

m 目指す医療

第2期中期目標期間における新たな取組み

第.逸期中期、目標

ア救急医療

地域住民が安心できる 24時間 365

日体制の救急医療の夏なる充実を図

るため、ER型の救命救急センターを

第2期中期目標期間中の早期に整備

すること。

また、地域の医療機関や消防局との

連携を図り、救急医療体制の充実を図

ること。

イ高度・急、性期医療

3大疾病(がん・心疾患・脳血管疾患)

等に対応するため、地域の医療機関と

の連携及び役割分担を行い、地域の

中核的基幹病院としての使命を果たす
ノ

こと。

第2期中期目標期間中の新たな取組み

・救急患者トリアージの精度向上のだめ、JTAS(緊急度判定シ

ステム)を導入

(平成30年度)

・救命救急センター開設

(令和元年度)

救急搬送人数(人)

・がん診療統括センターに看護師、専従の事務職員を新たに配

置し体制強化

(平成28年度)

・乳がん患者や家族、医療スタッフが、相互にサボートできる環
境を築くため「患者の会」を発足

(平成28年度)

・医師、看護師、理学療法士、薬斉舶市、管理栄養士、医療ソー

シャルワーカケフによる心不全チームを発足
(平成28年度)

・心不全・睡眠時無呼吸外来を新設

(平成 28年度)

・腎臓内科を新設し、透析を伴う心疾患患者にも対応

(平成 28年度)

・脳神経内科'外科の診療開始や脳卒中認定看護師の配置に
よる、脳血管疾患に対するチーム医療の充実

(平成 28年度)

・院内の放射線科医によるステントグラフト治療(ステントと人工

血管(グラフト)を組み合わせた器具を用い、カテーテル操作に
よって、動脈瘤を血管の内側から治療する手術法。'大きな切

開や肋骨切除を行わず、また、人工心肺を使用せずに治療が
可能)、内臓動脈瘤の治療を開始

(平成30年度)

・乳がんの認定看護師を1名増員

(令和元年度)

平成28年

3,889
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平成29年

4,538

平成30年

4,228



第2期中期目標

・歯科診療を開始

(令和元年度)

第2期中期目標期間中の新たな取組み

ウ小児・周産期医療

地域周産期母子医療センターとし

て、地域の医療機関との連携及ぴ役

割分担を行い、小児・周産期医療の充

実に引き続き努めるとともに、人材育

成を含め、住民が安心できる継続的な

医療提供体制の構築に取り組むこと。

手術件数

内視鏡手術件数

がん手術件数

放射線治療件数

平成28年度

外来化学療法件数

急、性心筋梗塞

手術件数

工政策医療

民間医療機関での対応が難しい結

核及び感染症医療については、引き

続き現在の役割を堅持するとともに、

新型インフルエンザ等の感染症発生

時においては、行政や関係医療機関と

連携を図り、速やかな対応を行うこと。

また、災害発生時において、行政や

地域の医療機関と連携し、災害拠点

病院として患者の受入れを行い、医療

救護活動等を実施するとともに、他の

自治体等において大規模災害が発生

した場合ば、医療救護活動の支援に

努めること。

さらに、透析医療についても、引き続

き実施すること。

3,417

心臓カテーテル

手術等件数

平成29年度

1,293

724

・32週未満の早産児等へ対応するため、新生児内科を新設

(平成30年度)

・NICU(新生児集中治療室)の増床(6床⇔9床)

(令和元年度)

3,723

5,937

平成30年度

1;351

2,134

599

132

5,037

4,138

2,507

1,271

871

分娩件数

683

141

5,669

・成人病センターとの統合により、'結核・感染症の医療体制の維
持及び透析医療の継続実施

(平成28年度)

724

3,002

平成28年度

115

、 697

307
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平成29年度

354

平成30年度

317



②地域医療への貢献と医療連携の推進

地域の医療機関との連携寸窃力体制

の更なる充実を図るとともに、地域医

療支援病院として地域医療に貢献す

るため、診療情報の共有化を図りなが

ら、地域ネットワークの中心的役割を

担うこと。

また、地域包括ケアシステムの構築

の流れの中で、病院機構が目指す役

割を果たすとともに、地域の医療機関

や介護施設等ども連携を図ること。

第2期中期目標

・他の医療機関の連携室、在宅関係者、地域包括支援センター

等による「医療ソーシャルワーカー事例検討会」を発足し、困難

事例等について地域の医療機関を含め検討することで、職員

の専門性の向上や関係機関との連携を強化

(平成28年度)

第2期中期目標期問中の新たな取組み

・地域の医療機関との連携を進めるため、連携医制度を整備し

開放病床の利用、救急対応の迅速な受け入れや優先的な逆

紹介などが可能となった。

(平成 30年度)

・りハビリテーション部において、回復期の病院と人事交流を開
始し、異なる機能を持つ医療機関において経験を積むことで、

退院後の急性期から回復期への治療移行.の円滑化や相互間

の協力体制の強化につなげた

(平成 29年度)

③安全安心で信頼できる医療の提供

ア情報の共有化とチーム医療の推進

医師をはじめとした医療スタッフが関

わる医療情報の'元管理を図り、各ス

タッフが共通認識の下でチーム医療を

推進する二と。

紹介率

逆紹介率

平成28年度

イ医療安全対策の充実"

医療安全に関する情報の収集,分析

を行い、医療安全対策の充実を図るこ

と。

また、全職員が医療安全に対する知

識の向上に努め、適切に行動するこ

と。

施設の共同利用回数

機器の共同利用回数

62.3

退院前合同カンフ

アレンス件数

平成内年度

95.3

平成28年度

64.9

平成30年度

1023

・平成29年度発足の認知症サポートチームや摂食噂下チーム

の対応状況を電子カルテシステムにて一元管理

(平成29年度)

43

平成29年度

1,197

758

131.8

52

65

平成30年度

・りスクマネージャー(診療科の責任者、病棟師長、所属長)によ

る院内ラウンド(院内を巡回し、確認事項をチェック)を開始

(平成28年度)

・院内ラウンドを月1 回から週1 回に増加

(平成29年度)

1,222

84

67

1β57

フフ
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ウ院内感染防止対策の実施

院内感染防止に関する教育、訓練及

び啓発を徹底するとともに、問題点を

把握し、改善策を講ずる等の院内感染

防止対策を確実に実施すること。

第2期中期目標

④公立病院としての役割の保持

ア外国人への医療の提供

長崎の玄関口となる長崎港に接する

立地であることから、国際観光都市と

して、長崎を訪れる外国人観光客等が

安心して医療を受けられる体制を整え

ること。

・問題点を客観的に把握し感染予防の質を高めるため、連携病

院とのカンファレンスや相互チェックおよび評価を実施

(平成28年度)

第2期中期目_標期間中の新だな取組み

・地域における外国人患者受入れ拠点病院に認定(厚生労働
省)

(平成28年度)

・英語、中国語、韓国三乱ボルトガル語、スペイン語に対応した
通訳機器を導入

(平成29年度)

・入院案内の英語版や産科における予防接種や健診等の文書
の英語版を作成

(平成30年度)

・外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関に選定
(令和元年度)

イ県・市の福祉保健部門等との連携

推進

県・市の福祉保健部門をはじめとし

た関係機関と連携し、必要な医療の提

供と市民の健康増進を図ること。

2 住民・患者の視点に立った医療サービスの提供

①患者中心の医療の提供

外国人患者数

()は実数

電子カルテシステムをはじめとした医

療情報システムを最大限に活用し、患

者中心の医療の提供を行うとともに、

看護体制を充実するなど、きめ細やか

な患者サービスを実施すること。

延べ入院患者数

延べ外来患者数

平成28年度

・アマランスフエスタや DEJIMA 博に参加し、他病院との連携や
仕事体験コーナー実施などにより、地域との顔の見える関係
構築や病院間の連携を強化
(平成29年度)

(8)37

(57)74

平成29年度

(13)1 12

・マーメイド外来(完全予約制の女性専用外来)における W臼

予約の開始

(平成28年度)

(61)88

平成30年度

140 (13)

・認知症看護認定看護師を中心とした認知症サポートチームに

よるケアを開始

(平成29年度)

144 (112)

・認知症患者の看取りや介護施設勤務の経験者をボランティア

として招き、認知症患者への寄り添い活動を行う「よか余暇会」
を設置
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第2'期中期目標

②住民・患者への適切な情報発信

(平成30年度)

・医療連携、入退院支援、患者相談、がん相談を統合した「患者

総合支援センター」を設置

(平成30年度)

・クリティカルパス(※)の導入事例等について、院内で発表する

クリティカルパス大会を実施することで、パス導入効果等につ

いての情報共有、理解促進や適用率改善につなげた。

(※:質の高い治療・ケアを提供するために入院から退院まで

の治療内容、食事、入浴などの治療計画書を表にしたもの)

(平成29年度)

市立病院の役割や機能等について、

パンフレット、ホームページ等を活用

し、適切な情報提供を積極的に行うこ

と。

第2期中期目標期間中の新だな取組み

③患者二ーズへの対応の迅速化

患者二ーズをいち早く把握し、柔軟か

つ迅速な対応を行うこと。

・各部署へのホームページ担当者配置及び情報収集と定期的

な更新の仕組み見直し

(平成30年度)

・患者及び医療機関向けの情報二ーズアンケートを実施

(平成28年度)

・院内図書室の運用開始

(平成28年度)

・外来診察待ち時間を利用した薬剤師による「お薬講座」を開催

し、薬の服用と取扱い、飲み合わせやお薬手帳等に関する情

報発信を行うことで、医薬品の適正使用に関する啓発を実施

(平成29年度)

・長期療養者への就労支援のため、公共職業安定所職員によ

る就労支援窓口を設置(平成29年度)

・患者モニター制度を導入し、入院および外来の患者モニターを

実施

(平成29年度)

④職員の接遇向上

患者及ぴ地域住民から信頼される病

院であり続けるため、職員一人ひとり

が周囲の人を癒す気持ちを持ち続け

るとともに、温かく心のこもった対応が

できるよう、接遇の向上を図ること。

・患者二「ズに迅速に対応するため、多部署、多職種の委員を

構成員とした「患者満足度向上委員会」を設置

(平成30年度)

-40-



⑤ボランティアとの協働

ボランティア活動の行いやすい環境

を整備するとともに、ボランティアとの

連携を推進し、患者サービスの更なる

向上に努めること。

第2期中期目標

亀

'

3 マグネットホスピタルとしての機能

①適正配置と人材評価

ア医療スタッフの適正配置と組織の

見直し

医療水準の維持・向上を図るため、

病院機構が目指す医療提供体制に必

要な医師をはじめとした医療スタッフの

適正配置を行うこと。

また、指導体制及ぴ研修プログラム

等を充実し、研修医の確保に努めるこ

と。

さらに、医療環境変化に即した組織

の弾力的な見直しを図ること。

・ボランティアスタッフによる病棟での図害の貸出し巡回開始

(平成29年度)

・認知症患者の看取りや介護施設勤務の経験者をボランティア

として招き、認知症患者への寄り添い活動を行う「よか余暇会」

を設置

(平成30年度)

第2期中期目.標期間中.の新たな取組み

・評価にあたり、取組みや成果に関する自己申告制度を導入
(平成28年度)

・チャレンジ精神の促進の為、高難易度の目標へのチャレンジ
認定制度を導入

(平成28年度)

・介護に伴う短時間勤務制度を開始
(平成28年度)

・院内保育所の運営開始

(平成28年度)

・保健師を配置し、職員のメンタルヘルス支援を強化
(令和元年度)

ボランティア登録

人数(3/31時点)
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イ職員採用の柔軟化

多様な採用形態の検討や、採用手

続きの柔^剣ヒ・迅速化に努めること。

平成28年度

・臨床研修協力病院を増やし、研修の選択肢を広げ、研修医の
確保につなげた

(平成29年度)

平成29年度

18

ウ適正な人材評価

職員の業績・能力を公正かつ適正に

評価する制度を導入すること。

平成30年度

28

・ワークライフバランスに配慮した女性医師の任期付短時間雇
用開始

(平成28年度)

・救急科医師を確保するため、派遣機関との協定に基づく出向
形態での受入を開始

(平成29年度~)

工職員満足度の向上

職員が働きがいと誇りをもって業務

に精励できるよう、職員が働きゃすい

環境を整えること。

27



②医療スタッフの育成

ア研究・研修事業の強化

臨床研究及び治験の体制を整備す

るとともに、医療スタッフの専門性や医

療技術の向上を図るため、研修制度

の充実を図ること。

第2、期中期目標

イ資格取得などに対する支援

医療スタッフの資格取得などに対す

る支援に引き続き努める'こと。

4 法令・行動規範の遵守

医療法をはじめとする関係法令をは

じめ、行動規範を遵守すること。

また、個人情報保護、特定個人情報

保護及ぴ情報公開に関しては、市の条

例等に基づき適切に対応すること。

第2期中期目標期間中の新たな取組み

・他院の専門家による講演会(心疾患治療に関する講演会や移

植医療に関する講演会等)や研修会を実施

(平成28年度)

・全職員を対象に倫理講習会、治験研修会を実施

(平成28年度)

第3 業務運営の改善及び効率化に関する事項

・貸与型の奨学金制度を新設

(平成29年度)

1 組織体制の充実・連携強化

a) PDCAサイクルの徹底による業務評価の推進

第 2期中期,目標

目標管理制度を活かし、目標及び計

画に対する成果の検証を迅速に行い、

成果を継続して伸ぱしていく柔軟な対

応を図ること。

・内部統制体制の整備のため、内部統制規程及び内部監査規

程を制定

(平成30年度)

②事務部門の専門性の向上

医療制度改革や診療報酬改定、医

療需要の変化等に迅速かつ的確に対

応し、戦略的な病院経営を行うため、事

務部門の専門性の向上を図るごと。

第2期中期目標期間中の新だな取組み

・理事会や病院経営会議において、業務実績や予算の進捗管

理を行い、PDCA サイクルをより機能させるため、経営戦略会

議や人事評価制度(WES)を活用し、進捗管理、評価、改善して
いく仕組みを構築

(平成30年度)

・経営改善策の立案、進捗管理、評価を行う経営戦略室を設置

(平成28年度)

・医事業務の内製化による診療報酬請求事務の徹底

(平成 28年度)
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・上級医療情報技師(医療の知識と汀スキルを持った人材)を配
置し、各部門に点在するシステムの運用管理を担うことで、より
現場の二ーズに即したシステム導入や運用を行う仕組みを導
入

(平成30年度)



第4 財務内容の改善に関する事項

1 持続可能な経営基盤の確立

適正な病床稼働率を維持するととも

に、給与費、材料費及ぴ経費の医業収

益に占める目標を設定し、その目標を

達成すること。

また、第2期中期目標期間中におけ

る長崎市からの運営費負担金を含めた

4年間の経常収支を黒字とし、第1期中

期目標期問中の累積欠損金について

も解消に努め、将来にわたって安定的

かつ持続可能な経営基盤を確立するこ

と。

第2期中期目標

2 業務の見直しによる収支改善

診療報酬をはじめとして適切かつ確

実な収入確保に努めるとともに、弾力

的に運用できる会計制度を活用して収

支の改善を図ること。

・国・地方公共団体等における退職手当の支給基準に準じた退
職手当の見直し

(平成29年度)

第2期中期.目標期間中.の新たな取組み

第5 その他業務運営に関する重要事項

・施設基準で新たに「医師事務作業補助体制加算(20 対 IX医
師事務作業補助者の配置体制を評価する加算)」や「総合入院
体制加算(高度な医療提供を行う総合病院を評価した加算)」
等を取得

(平成 29年度)

・施設基準で新たに「看護職員夜間配置加算(看護職員の夜間
配置を充実させることを評価する加算)」を取得
(平成30年度)

・施設基準で新たに「医師事務作業補助体制加算(15対 1)」を
耳又イ号

(令和元年度)

、

1 新市立病院建設の着実な推進

「長崎市新市立病院整備基本計画」

に基づく新市立病院建設事業について

は、平成28年度の全面開院に向け、

事業に取り組むこと。

第2期中期目標

'
2 新市立病院における事業の円滑な推進

PF1 事業者と連携を図り、施設の適

正な維持・管理に努めるとともに、質の

高い病院サービスを提供し、長期的な

視点を持って事業の円滑な推進を図る

こと。

-43-

・513床の運用開始、駐車場棟の完成
(平成28年度)

第2期中期目標期間中の新たな取組み



匿吾亘租 長崎みなとメディカルセンターの実績値等の推移

1 救急搬送人数(暦年)(人)

、

2 305
2 000

2 695

2 200

國目標値鳳実績値

平成24年

3 127

2 600

2 手術件数、(件)

平成25年

3 379

3 ' 000

平成26年

3 889

2 200

2 500

2 093

平成郊年

4,5能

3 500

2 400

平成24年度

月目標値

2 103

4 2004,228

2 649

2 600

平成28年

3 紹介率(%)

平成25年度

80

3 000

■実績値

平成29年

3 180

70

平成26年度

3 417
3 100

60

平成30年

52.5

50

3 723

3 200

平成幻年度

40

57.フ

(紹介患者数/初診患者数)×100

平成26年度、平成27年度平成28年度.平成29年度平成30年度

62.3

平成28年度

3 500

4,138

平成四年度

75.8

平成30年度

-44-

、



4 逆紹介率(%)

130

120

110

100

90

80

70

゛

75.6

平成26年度

(紹介患者数/初診患者数)×100

5 入院延べ患者人数(人)

95.3

平成27年度

128,115

102.3

平成28年度

120097

131.8

121,000

107333

平成29年度

平成24年度

120,105

圃目標値

平成30年度

6 入院1人1日当たり単価(円)

112959

平成25年度

118,245

120492

■実績値

145,192

46059

44400

平成26年度

137981

52560

49513

平成町年度

145,192

平成24年度

145722

64442

5900

口目標値■実績値

66,816

平成28年度

155,968

68,500

平成25年度

145 189

平成29年度

平成26年度

68500

63β53

平成30年度

68500

平成27年度

64β74
71,500

平成28年度

-45-

65941

平成29年度 平成30年度



7 病床稼働率(%)

100

90

80

70
厄画

60

81.3

50

90.4

平成24年度平成25年度'平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度

稼働病床数

匝ヨ

匝司

85

8

川*→1川→ 1'峠→1 513 床
H26.2.24 H28.3.27 H28.フ.1

平均在院日数

89

ナ

15

14

匝司

14.2

13

12

匝回

11

86,5

10

12.6

80.5

9

平成24年度

外来延べ患者人数(人)

^目標値

^実績値

平成25年度

11.0

11.8

131262
127890

128200
125908

平成26年度

、

平成27年度

146,500

平成24年度

店目標値胴実績値

平成飴年度

平成25年度

132980

142100

11.2

平成29年度

平成26年度

143036 143036

139534

128024

11.3

ノ

平成30年度

平成27年度

143,473

平成28年度

144524

-46-

144,463

平成29年度 平成30年度



10 外来1人1日当たり単価(円)

、

13305

12500

、

13000
12688

」

平成24年度

巳目標値亜実績値

13443
13000

平成25年度

19,222

1320

平成26年度

16671

19,120

平成幻年度

16671

19,225

平成28年度

17035

20,137

平成29年度 平成30年度

※3月末時点

電

-47ー
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匿璽亘憂]司救命救急センター設置の概要

1 現状

長崎みなとメディカルセンターでは、年間約 9,000 件の救急患者を受け入れているが、

そのうち約 4,200件は救急車搬送であり、長崎医療圏の中で最も多くの救急車を受け入れ

ている。

また三次救急患者の受入れも行い、心血管疾患・脳血管疾患については、救急、隊及ぴ医

療機関からのホットラインによる対応を連日行っている。

■長崎みなとメディカルセンター救急搬送人数

-50-

2 305
2 695

、平成24年

■実績値

3 127

平成25年

長崎市全体の搬送件数(A)

長崎みなとメディカルセンターの

救急車受入件数 ( B )

(割合. B/A)

3 379

平成26年

2

3 889

救命救急センター設置に係る経緯

長崎市と長崎大学が救急医療体制整備に関する協定締結●令和元年8月

(暦年)(人)

平成幻年

4,5訟

平成'28年

平成28年

4 228

(連携寸窃力事.項)

長崎みなとメディカルセンターにおける救命救急センターの設置

長崎大学における救急・.国際医療支援室の設置・運営

研修医及び医学生の医療教育

22,322

3,889

'(17.4%)

平成豹年

平成29年

●令和元年11月

●令和2年'1月

●令和2年2月1日

平成30年

23,210

4,538

(19.6%)

平成 30.年

23,124

長崎大学救急・国際医療支援室教授選任

救急、・国際医療支援室から長崎みなとメディカルセンターヘ

救急専門医2名を配置

救命救急センター開設

4,228

(18.3%)

運営



3 救命救急センター設置の目的

長崎みなとメディカルセンターの救急受入体制を充実させ、重篤な患者への迅速な

対応を行うとともに、救急告示病院の後方支援的な役割を担う。

また、救急医療に携わる人材育成を強化し、地域の救急医療提供体制の充実を図る。

4 救命救急センターの機能

(1)三次救急について

長崎大学病院の高度救命救急センターと役割分担を行う。

、(主な役割)

●長崎大学病院

多発外傷、広範囲熱傷など高度な医療機能が必要な疾患を担う

●長崎みなとメディカルセンター

長崎大学病院と連携し、心血管疾患、脳血管疾患を中心とした三次救急を担う

(2)二次救急、について

現在の輪番病院の役割を維持するとともに、救急告示病院と役割分担や後方支

援のあり方について協議を行っていく。

(3)一次救急について

現在と同様に、輪番日において夜間急患センター、在宅当番医等で対応できな

い一次救急患者の受け入れを行う。

(4)人材育成について

長崎大学病院の高度救命救急センターと協力し、救急医療提供に対する役割に
応じた教育●刑彦を行い、研修医教育の充実を図る。

,

若手医師や研修医及び救急医療に関わる医療従事者に対し、救命救急、センター

での教育を充実させ、地域全体における医療人材の確保・・育成に寄与する。

(参考)救命救急センタ」における診療体制
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(5)救命救急センター関連配置図

救急搬送入口より搬送された救急患者は初療室で診察・処置を行い、必要に応

じてC丁室やMR 1室等で検査を行う。

心疾患の患者でカテーテル治療が必要となった場合は、血管造影室で治療を行

うとともに、カテーテル治療などの内科的治療と手術などの外科的治療を同じ空

間で行うことができるハイブリッド手術室で、心臓血管内科と心臓血管外科が協

力して心疾患の治療にあたる。(3階病棟の手術室でも手術を実施)

【長崎みなとメディカルセンター1階】
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匿墨亘憂回地方独立行政法人法(平成15年法律第118号)抜粋

(中期計画)

第二十六条地方独立行政法人は、前条第一項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、設

立団体の規則で定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画(以下「中期計画」

という。)を作成し、設立団体の長の認可を受けなけれぱならない。当該中期計画を変更しよ

うとするときも、同様とする。 1

2 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置

業務運営の改善及ぴ効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及ぴ資金計画

四短期借入金の限度額

四の二出資等に係る不要財産又は出資等に係.る不要財産となる,ことが見込まれる財産があ

る場合には、当該財産の処分に関する計画

五前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その
き十画

六剰余金の使途

七その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

3 設立団体の長は、第一項の認可をした中期計画が前条第二項第二号から第五号までに掲げ

る事項の適正かっ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更すべき

ことを命ずることができる。

4 地方独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表しな

けれぱならない。

(料金及ぴ中期計画の特例)

第八十三条

2 公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画においては、第二十六条第二項各号に掲げる

事項のほか、料金に関する事項について定めるもの.と.する'

3 設立団体の長は、公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画にっいて、第二十六条第一

項の認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なけれぱならない。
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